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「木造建築物の防・耐火設計マニュアル ―大規模木造を中心として―」 

正誤表（第１版 １刷・２刷・3刷共通） 

 

本書に誤り等がありましたので、以下に訂正し、お詫び申し上げます。 

最新の正誤表については、（一財）日本建築センターホームページ（https://www.bcj.or.jp/）でご確認下さい。 

R2/11/27 

頁 行 誤 正 

63 表1.6-5 「（パターン１）」の「設置基準」の「３ｍ以上

の矢印の位置」を訂正。 

別紙参照 

98 上から 

7行目 

から 

9行目 

するためのもので、壁・床が 1時間の準耐火構

造で、開口部を設ける場合は 1時間の特定防火

設備が、壁・床が 45分間の準耐火構造で、開口

部を設ける場合は 20 分間の遮炎性を有する防

火設備とする。 

するためのもので、第 1項から第4項に示す面

積区画と第5項に示す高層区画を構成する壁・

床・特定防火設備・防火設備に接する外壁は、

これらに接する幅90cm以上の部分を準耐火構造

とする。この部分に開口部がある場合は防火設

備を設ける。 
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表1.6-5 木3共に関する避難上有効なバルコニーの設置・建築物周囲の通路の確保等 

 
（パターン１） （パターン２） （パターン３） 

避難上有効な

バルコニーの

設置等 

避難上有効なバルコニーの

設置 

廊下等の開放性の確保廊下

等に面する開口部の措置 

 

建築物周囲の

通路の確保 

3ｍのセットバック 3ｍのセットバック 避難上有効なバルコニーの

設置 

廊下等の開放性の確保 

廊下等に面する開口部の措

置 

上階延焼防止のための措置 

  

設
置
基
準 
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「木造建築物の防・耐火設計マニュアル ―大規模木造を中心として―」 

正誤表（第１版3刷） 

 

本書に誤り等がありましたので、以下に訂正し、お詫び申し上げます。 

最新の正誤表については、（一財）日本建築センターホームページ（https://www.bcj.or.jp/）でご確認下さい。 

H31/2/14 

頁 行 誤 正 

122 図3.2-9 

  
122 図3.2-10 

  

133 表3.2-5  

建築物の部分 

屋根で不燃材料でふ 

く（軒裏を除く） 

屋根側又は直下 

の天井及び軒裏 

木材厚板 
 

 

建築物の部分 

屋根で不燃材料でふ 

く（軒裏を除く） 

屋根側又は直下 

の天井 

木材厚板 
 

 

 
屋 根 の 被 覆 材 

 

  
屋 根 の 被 覆 材 
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「木造建築物の防・耐火設計マニュアル ―大規模木造を中心として―」 

正誤表（第１版2刷） 

 

本書に誤り等がありましたので、以下に訂正し、お詫び申し上げます。 

最新の正誤表については、（一財）日本建築センターホームページ（http://www.bcj.or.jp/）でご確認下さい。 

H29/12/25 

                                           

頁 行 誤 正 

16 表 

1.3-1 

（三） 

 

学校、体

育館、博

物館、美

術館、図

書館、ボ

ーリング

場、スキ

ー場、ス

ケート

場、水泳

場、スポ

ーツの練

習場 

・３階以上の階

を用途に供す

るもの、４階

建て以上で３

階を用途に供

するもの 

 

 

（三） 

 

学校、体

育館、博

物館、美

術館、図

書館、ボ

ーリング

場、スキ

ー場、ス

ケート

場、水泳

場、スポ

ーツの練

習場 

・３階以上の階

を用途に供す

るもの 

 

 

 

 

 

17 20行目 

(④の文

章 の 最

後) 

・・・求められる。主要構造部に要求される

準耐火性能を図 1.3-6に示す。 

・・・求められる。  （左欄下線部削除） 

18 図 1.3-4

中の表 

表に注意書きを追加。別添１を参照。 

19 図 1.3-5

中の表 

表に注意書きを追加。別添２を参照。 

22 図1.3-8 

 
 

44 下から 4

行目 

イ 外壁の屋外側の仕上げが・・・ イ 外壁の耐火構造の屋外側の仕上げが・・・ 

45 8行目 壁タイプの外壁面からの突出は、図1.6-8(a)

～(d)に示す場合が想定できる。この場合、木

造３階建学校の・・・ 

壁タイプの外壁面からの突出は、図 1.6-8(a)～(d)に示

す場合が想定できる。外壁は、壁等で区画された火

災区画の室内からの加熱に対する遮炎性と、非火災

区画側の屋外からの加熱に対する遮熱性で延焼を防

止する。図1.6-8(b)に示す場合、壁等で区画された非

火災区画側外壁で加熱を受ける部分には、外壁に防

火構造、開口部に防火設備が要求される。図 1.6-8(c)

に示すように、壁等が外壁から突出せず、壁等で区

画された耐火構造の外壁がある場合は、火災区画側

では室内からの加熱に対して耐火構造の外壁と特定

防火設備の遮炎性、および、非火災区画側では屋外

からの加熱に対する耐火構造・防火構造の外壁と特

定防火設備・防火設備により延焼を防止する。なお、

図1.6-8(d)に示すように、耐火構造の外壁が壁等に接

法第22条区域または無指定地域の場合は、 

別途、法第21条、第26条、第27条に該当しないか検討する。 
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頁 行 誤 正 

する場合には、耐火構造の外壁がない側の区画で火

災が発生すると、火災区画の外壁の防火構造部分に

は火災室内からの加熱に対する遮炎性が期待でき

ず、火災の初期から非火災側区画の外壁への加熱が

想定されることから、耐火構造の部分には延焼を防

止する上で壁等と同様に 90 分の耐火性能を要求す

る。さらに、木造３階建学校の・・・ 

45 図 1.6-8

（ｄ） 

 
 

46 下 か ら

12 行目

以降 

なお、火災継続予測時間は90分間であるが、

屋外に出た火熱による外壁の屋外側からの加

熱は、火災開始１時間以降収納可燃物が燃え

尽きることで弱くなるため、１時間の耐火性

能を要求する。 

なお、図 1.6-8(d)に示す場合（外壁の耐火構造が壁

等に接して設けられる場合）は、火災継続予測時間

が 90 分間であるため、屋外に出た火熱による外壁

の屋外側からの加熱が、直接非火災側区画の外壁を

加熱することが想定されることから、90 分間の耐

火性能を要求する。 

47 2 行目以

降 

図 1.6-8(d)は、外壁面より壁等が突出せず、

壁等の一方の区画にのみ外壁に耐火構造（一

時間耐火構造とする。）と防火構造を設置する

場合を示す。この場合、出火側区画であれば

火災開始後１時間の段階で外壁の耐火構造と

開口部の遮炎性を失うが、出火側区画の火熱

が弱くなること、また、非出火側区画の外壁

の耐火構造および開口部により、出火側区画

からの火熱による延焼が防止できる。 

図 1.6-8(d)は、外壁面より壁等が突出せず、壁等

の一方の区画にのみ外壁の耐火構造（九十分耐火構

造とする。）が接して設けられ、防火構造を設置する

場合を示す。この場合の考え方については上述した

とおりである。 

 

148 10行目 また、不燃材料等で葺くまたは造った屋根の

上に仕上げとして設ける「木製デッキや樹脂

マット」などは建築物としては扱わない。 

また、不燃材料等で葺くまたは造った屋根の上に建

築後に置く「木製デッキや樹脂マット」などは建築

物としては扱わない。 

154 図

3.2-17 

 

  

173 図 

 

別添３参照 

外壁の屋外側
の耐火被覆

庇（付属物として取扱う）

屋根の天井側
の耐火被覆

屋根材（不燃材料等）

垂木等※

※垂木等（垂木・野
　地板など木材）は
　耐火被覆を貫通し
　ないようにする

外壁の屋外側
の耐火被覆

庇（付属物として取扱う）

屋根の天井側
の耐火被覆

屋根材（不燃材料等）

垂木※

※垂木は耐火被覆を
　貫通しないようにする
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頁 行 誤 正 

174 9行目 …耐火構造の屋外側と屋内側の耐火被覆を

… 

…耐火構造の耐火被覆を… 

174 図 別添４参照 

188 1行目 告示適合仕様の例２ 告示適合仕様の例 
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別添１ 

p.18 

屋内側から

の火災

最上階から数えた階数 非損傷性 遮熱性 遮炎性

間 階数15以上の階

仕 耐力壁 階数5〜14の階 ー
*

切 最上階、階数2〜4の階 1時間

壁 非耐力壁 ー ー 1時間 ー
*

階数15以上の階

外 耐力壁 階数5〜14の階

壁 最上階、階数2〜4の階 1時間

非耐力壁
延焼のおそれ

のある部分
ー ー 1時間** 1時間

上記以外 ー ー 30分** 30分

階数15以上の階 3時間

階数5〜14の階 2時間 ー ー

最上階、階数2〜4の階 1時間

階数15以上の階

階数5〜14の階 ー
*

最上階、階数2〜4の階 1時間

階数15以上の階 3時間

階数5〜14の階 2時間 ー ー

最上階、階数2〜4の階 1時間

ー 30分 ー 30分

ー 30分 ー ー

非損傷性：構造耐力上支障のある変形、溶融、破壊等の損傷を生じない

遮熱性：加熱面以外の面（屋内に面するもの）の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない

遮炎性：屋外に火炎を出す原因となる亀裂等の損傷を生じない

*：壁及び床の遮炎性は、遮熱性を確保することにより性能を満たす

**：外壁の遮熱性は屋内に面する部分に限る

梁

屋根

階段

1時間

1時間
2時間

床

2時間

壁

柱

通常の火災部　位

1時間

2時間
1時間**
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別添２ 

p.19 

 

屋内側から
の火災

非損傷性 遮熱性 遮炎性

間 耐力壁 45分 45分 ー*

仕

切 非耐力壁 ー 45分 ー*

壁

耐力壁 45分 45分** 45分

外

壁 非耐力壁
延焼のおそれの

ある部分
ー 45分** 45分

上記以外 ー 30分** 30分

45分 ー ー

45分 45分 ー*

45分 ー ー

延焼のおそれの

ある部分
ー 45分 ー

上記以外 ー 30分 ー

30分 ー 30分

30分 ー ー

非損傷性：構造耐力上支障のある変形、溶融、破壊等の損傷を生じない

遮熱性：加熱面以外の面（屋内に面するもの）の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない

遮炎性：屋外に火炎を出す原因となる亀裂等の損傷を生じない

*：壁及び床の遮炎性は、遮熱性を確保することにより性能を満たす

**：外壁の遮熱性は屋内に面する部分に限る

壁

柱

床

はり

屋根

階段

屋根の軒裏

部　位
通常の火災
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別添３ 

p.173 

 

平12建告第1399号第5第三号 

平12建告第1399号第5第三号 
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別添４ 

p.174 

 

＊防火設備がH12建告第1362号第1第二号イまたは、ニ、 

 特定防火設備がH12建告第1369号第1第ニ号イまたはニ 

に該当する場合は、不燃材料の枠にとりつける。 

 

＊防火設備がH12建告第1362号第1第二号イまたは、ニ、 

 特定防火設備がH12建告第1369号第1第ニ号イまたはニ 

に該当する場合は、不燃材料（耐火構造の被覆材が兼ねてもよい） 

の枠にとりつける。 

 



「木造建築物の防・耐火設計マニュアル―大規模木造を中心として―」 

正誤表（第１版１刷） 

 

本書に誤り等がありましたので、以下に訂正し、お詫び申し上げます。 

最新の正誤表については、（一財）日本建築センターホームページ（http://www.bcj.or.jp/）でご確認下さい。 

H29/6/1 

番

号 

該当箇所 
誤 正 

頁 行 

1 16 表1.3-1 別添１参照 

2 17 7行目 

告示（平12建告第1358号、平27国交告

第253号）による柱とはりの燃えしろ設

計ができる。 

告示（平12建告第1358号、平27国交告第253

号）による燃えしろ設計ができる。 

（左欄下線部削除） 

3 23 

表内 

ルートA

の種類 

主要構造部を防火構造とする。 
主要構造部を耐火構造とする。 

（左欄下線部修正） 

4 27 8行目 

避難開始が遅れるため主要構造部の耐

火性能が要求され始める時間が近くな

ること、建築物の階数が増加したり、

大規模化すると、屋外までの避難に要

する時間が長くなり、屋根等の一部を

除いて自力避難や消防機関による検

索・救助を終了するまでの時間（特定

避難時間）以上の主要構造部の耐火性

能が要求される。 

避難開始が遅れると主要構造部の耐火性能が要

求され始める時間が近くなること、建築物の階

数が増加したり、大規模化すると、屋外までの

避難に要する時間が長くなり、消防機関による

検索・救助を終了するまでの時間（特定避難時

間）も長くなることから、主要構造部には長時

間の耐火性能が要求される。 

（左欄下線部修正） 

5 30 
下から 

9行目 

それに伴い、法第21条第２項、法第27

条とその技術的基準、･･･ 

それに伴い、法第27条とその技術的基準、･･･ 

（左欄下線部削除） 

6 33 8行目 
平27国交告第249号、第250号、第253

号において、･･･ 

平27国交告第249号、第250号において、･･･ 

（左欄下線部削除） 

7 47 
下から 

9行目 

そのため、平27国交告第250号第５で

は、･･･ 

そのため、平27国交告第250号第６では、･･･ 

（左欄下線部修正） 

8 101 
下から8

行目 

「…おそれのある部分は防火構造とす

る。」 

「…おそれのある部分は準防火構造とする。」 

（左欄下線部修正） 

9 108 表3.1-1 

  

10 185 3行目 

…ダクト配管を設ける場合は、金属製

または不燃材料のダクトとし、その開

口面積に応じて… 

…ダクト配管を設ける場合は、その開口面積に

応じて… 

（左欄下線部削除） 

11 186 
～1時間 

耐火構造 
開口面積100cm2未満 

開口面積100cm2以下 

（左欄下線部修正） 
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